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公布された規則のあらまし

◇鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

障害者自立支援法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 診断書の様式中、引用する障害者自立支援法の名称を改める。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、平成25年４月１日とする。

◇鳥取県障害者自立支援法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

障害者自立支援法施行令の一部が改正され、育成医療に係る自立支援医療費の支給に関する事務の権限が市

町村に移譲されること等に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 題名を鳥取県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則に改める。

(２) 自立支援医療費の支給認定申請書、受給者証等から育成医療に関する部分を削る。

(３) 規則の趣旨について定めた規定及び様式中、引用する障害者自立支援法等の名称を改める。

(４) 施行期日は、平成25年４月１日とする。

◇ 医療法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県医療法施行条例の施行に伴い、病院及び診療所の開設許可の基準となる病床数の算定における医療型

障害児入所施設等の特殊な病床の補正について定める。

２ 規則の概要

(１) 病床数の補正を行う病床は、医療型障害児入所施設その他の特定の診療のみを行う病院等の病床とす

る。

(２) 医療型障害児入所施設等の特殊な病床の病床数は、利用者のうち特定の者の占める割合を控除した割合

を乗じて得た数に補正する。

(３) 既存の療養病床の病床数とみなす介護老人保健施設の入所定員数は、入所定員に0.5を乗じて得た数と

する。

(４) その他所要の規定を整備する。

(５) 施行期日等

ア 施行期日は、平成25年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇ 鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

県内における医師の確保を図るため、鳥取大学医学部附属病院の小児科、産科等の知事が指定する診療科の

業務に従事する期間を奨学金の履行猶予の期間として認める等所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 鳥取大学医学部附属病院の知事が指定する診療科の業務に従事する期間を３年を上限として奨学金の履

行猶予の期間に加えることとする。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、平成25年４月１日とする。

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第44号
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規 則

鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第41号

鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則

鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（昭和49年鳥取県規則第31号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第５号（第５条関係） 様式第５号（第５条関係）

入院措置決定通知書 入院措置決定通知書

番 号 番 号

様 様

あなたは、精神保健指定医の診察の結果、入院措 あなたは、精神保健指定医の診察の結果、入院措

置が必要であると認められるので、精神保健及び精 置が必要であると認められるので、精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律第 条第 項の規定 神障害者福祉に関する法律第 条第 項の規定

により、下記のとおり通知します。 により、下記のとおり通知します。

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 印 職 氏 名 印

記 記

１～５ 略 １～５

６ 不明な点又は納得のいかない点がありました

ら、遠慮なく病院の職員に申し出てください。そ

れでもなお、入院又は処遇に納得がいかない場合

には、あなた又はあなたの保護者は、退院又は病

院の処遇の改善を指示するよう、知事に請求する

ことができます。この点について、詳しくお知り

になりたいときは、病院の職員にお尋ねになるか

又は最寄りの保健所若しくは鳥取県福祉保健部障

がい福祉課にお問い合わせください。

６ 病院の治療方針に従って療養に専念してくださ ７ 病院の治療方針に従って療養に専念してくださ

い。不明な点又は納得のいかない点がありました い。

ら、遠慮なく病院の職員に申し出てください。

７ この入院措置又は病院の処遇に不満がある場合

は、退院させ、又は処遇の改善のために必要な措

置を指示するよう、鳥取県知事に対して請求をす

ることができます。
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また、この入院措置に不服がある場合は、この

入院措置があったことを知った日の翌日から起算

して60日以内に鳥取県知事に対して審査請求をす

ることができます。

これらの点について詳しくお知りになりたいと

きは、鳥取県福祉保健部障がい福祉課又は最寄り

の保健所にお問い合わせください。

８ この入院措置の取消しを求める訴えは、この入

院措置があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内に、鳥取県を被告として（訴訟にお

いて鳥取県を代表する者は、鳥取県知事となりま

す。）提起することができます。なお、この入院

措置があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内であっても、この入院措置の日の翌日

から起算して１年を経過するとこの入院措置の取

消しの訴えを提起することができなくなります。

また、この入院措置があったことを知った日の

翌日から起算して60日以内に審査請求をした場合

には、この入院措置の取消しの訴えは、その審査

請求に対する裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６か月以内に、提起することができ

ます。なお、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内で

あっても、その審査請求に対する裁決の日の翌日

から起算して１年を経過するとこの入院措置の取

消しの訴えを提起することができなくなります。

様式第24号の２（第18条、第20条関係） 様式第24号の２（第18条、第20条関係）

診断書（精神障害者保健福祉手帳用） 診断書（精神障害者保健福祉手帳用）

略 略

⑧ 現在の障害福祉サービス等の利用状況 ⑧ 現在の障害福祉サービス等の利用状況

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的 （障害者自立支援法に規定する自立訓練

に支援するための法律に規定する障害福祉サ （生活訓練）、共同生活援助（グループホー

ービスの内容、保健師等の自宅訪問による生 ム）、共同生活介護（ケアホーム）、居宅介

活指導等の状況、生活保護の有無等） 護（ホームヘルプ）、その他の障害福祉サー

ビス、訪問指導、生活保護の有無等）

略 略

注 略 注 略

附 則

この規則は、平成25年４月１日から施行する。
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鳥取県障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第42号

鳥取県障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県障害者自立支援法施行細則（平成18年鳥取県規則第22号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

鳥取県障害者の日常生活及び社会生活を総合的 鳥取県障害者自立支援法施行細則

に支援するための法律施行細則

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規則は、障害者の日常生活及び社会生活 第１条 この規則は、障害者自立支援法（平成17年法

を総合的に支援するための法律（平成17年法律第 律第123号。以下「法」という。）、障害者自立支

123号。以下「法」という。）、障害者の日常生活 援法施行令（平成18年政令第10号。以下「政令」と

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令 いう。）及び障害者自立支援法施行規則（平成18年

（平成18年政令第10号。以下「政令」という。）及 厚生労働省令第19号。以下「省令」という。）の施

び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す 行に関し、鳥取県障害者自立支援法施行条例（平成

るための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19 18年鳥取県条例第９号）に定めるもののほか、必要

号。以下「省令」という。）の施行に関し、鳥取県 な事項を定めるものとする。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律施行条例（平成18年鳥取県条例第９号）

その他の条例に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。

（自立支援医療費の支給認定の申請等） （自立支援医療費の支給認定の申請）

第５条 法第53条第１項又は第56条第１項の規定によ 第５条 法第53条第１項の規定による申請は、様式第

る申請は、様式第５号による申請書を提出してしな ５号による申請書を提出してしなければならない。

ければならない。

２ 前項の申請書には、様式第７号による診断書を添 ２ 前項の申請書には、政令第１条第１号に規定する

付するものとする。 育成医療（以下「育成医療」という。）にあっては

様式第６号による意見書を、同条第３号に規定する

精神通院医療（以下「精神通院医療」という。）に

あっては様式第７号による診断書を添付するものと

する。

（自立支援医療費の支給認定に係る変更の申請）

第７条 削除 第７条 法第56条第１項の規定による申請は、様式第

５号による申請書を提出してしなければならない。

２ 前項の申請書には、育成医療にあっては様式第６
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号による意見書を、精神通院医療にあっては様式第

７号による診断書を添付するものとする。

様式第５号（第５条関係） 様式第５号（第５条、第７条関係）

自立支援医療（精神通院医療）支給認定申請書 自立支援医療（育成医療・精神通院医療）支給

（新規・再認定・変更） ※１ 認定申請書（新規・再認定・変更） ※１

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

申請者氏名 ㊞ 申請者氏名 ㊞

次のとおり、自立支援医療費の支給を申請しま 次のとおり、自立支援医療費の支給を申請しま

す。 す。

略 略

精神障害者保 身体障害者 精神障害者保

健福祉手帳 手帳番号 健福祉手帳

略 略

受給者番号 受給者番号

※５ ※５

医療の具体的

方針 ※６

注 注

１ ※１の欄は、新規・再認定・変更（自己負担 １ ※１の欄は、該当する医療の種類及び新規・

限度額及び指定医療機関の変更認定の申請の場 再認定・変更（自己負担限度額及び指定医療機

合）のいずれかに○を付けること。 関の変更認定の申請の場合）のいずれかに○を

付けること。

２ 略 ２ 略

３ ※３及び※４の欄は、該当する区分に○を付 ３ ※３及び※４の欄は、育成医療に係るものに

けること。 あっては記載しないこと。また、精神通院医療

に係るものにあっては、該当する区分に○を付

けること。

４ 略 ４ 略

５ ※６の欄は、変更の場合に記載すること。

５ 略 ６ 略

添付書類 添付書類

１ 診断書（様式第７号） １ 医師の意見書又は診断書

２～４ 略 ２～４ 略

５ 自立支援医療（育成医療）意見書（様式第６

号）（育成医療に係る支給認定申請の場合に限

る。）

６ 診断書（様式第７号）（精神通院医療に係る

支給認定申請の場合に限る。）

･･･ここから下の欄には記載しないでください。･･･ ･･･ここから下の欄には記載しないでください。･･･
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行政庁記入欄 行政庁記入欄

略 略

様式第７号（第５条関係） 様式第７号（第５条関係）

診断書（精神通院医療費公費負担用） 診断書（精神通院医療費公費負担用）

略 略

⑦ 現在の障害福祉サービス等の利用状況 ⑦ 現在の障害福祉サービス等の利用状況

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に （障害者自立支援法に規定する自立訓練（生

支援するための法律に規定する障害福祉サー 活訓練）、共同生活援助（グループホー

ビス等の内容、保健師等の自宅訪問による生 ム）、共同生活介護（ケアホーム）、居宅介

活指導等の状況等） 護（ホームヘルプ）、その他の障害福祉サー

ビス等、訪問指導等）

略 略

「重度かつ継続」に関する意見 「重度かつ継続」に関する意見

略 略

上記⑥の場合のみ次の欄に記載すること。 上記⑥の場合のみ次の欄に記載すること。

略 略

略 略

注 略 注 略

様式第８号（第６条関係） 様式第８号（第６条関係）

自立支援医療受給者証（精神通院医療） 自立支援医療受給者証（育成医療・精神通院医

療）

略 略

負担上限月額 月額 円 ※１公費負担の ※１特定疾病

対象となる 療養受給 有・無

障害 者証

※１

医療の具体的方

針

負担上限月額 月額 円

略 略

更新手続期間 診断書の提出 ※２ 更新手続期間 診断書の提出

次回更新 次回更新

について について

注

１ ※１の欄は、育成医療の場合に記載するこ

と。

２ ※２の欄は、精神通院医療の場合に記載する

こと。
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３ 障害者等が受ける指定自立支援医療の種類

（育成医療・精神通院医療）について、該当す

るものに○を付けること。

４ 人工透析を受ける者は、この受給者証と併せ

て、健康保険法による特定疾病療養受給者証を

医療機関の窓口に提出すること。

様式第９号（第８条関係） 様式第９号（第８条関係）

自立支援医療受給者証等記載事項変更届（精神 自立支援医療受給者証等記載事項変更届（育成

通院医療） 医療・精神通院医療）

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

自立支援医療支給認定申請書及び自立支援医療受 自立支援医療支給認定申請書及び自立支援医療受

給者証に記載された事項の変更について、次のとお 給者証に記載された事項の変更について、次のとお

り届け出ます。 り届け出ます。

略 略

変 事 項 変更前 変更後 変 事 項 変更前 変更後

更 略 更 略

内 精神障害者保健福祉手帳 内 身体障害者手帳・精神障

容 番号 容 害者保健福祉手帳番号

略 略

注 注

１ 略 １ 略

２ 現に受けている自立支援医療の種類（育成医

療・精神通院医療）について該当するものに○

を付けること。

２ 略 ３ 略

添付書類 略 添付書類 略

第２条 鳥取県障害者自立支援法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第４号の２中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律」に改める。

様式第６号を次のように改める。

様式第６号 削除

様式第11号から様式第13号の４までの規定中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律」に改める。

附 則

この規則は、平成25年４月１日から施行する。
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平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第44号

医療法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第43号

医療法施行細則の一部を改正する規則

第１条 医療法施行細則（昭和32年鳥取県規則第23号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、医療法（昭和23年法律第205

号。以下「法」という。）、医療法施行令（昭和23

年政令第326号。以下「令」という。）、医療法施

行規則（昭和23年厚生省令第50号。以下「規則」と

いう。）及び鳥取県医療法施行条例（昭和24年鳥取

県条例第82号。以下「条例」という。）の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。

（病院診療所開設許可申請書） （病院診療所開設許可申請書）

第１条の２ 規則第１条の14第１項に規定する申請書 第１条 医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号。

は、病院に係るものにあっては第１号様式、診療所 以下「規則」という。）第１条第１項の規定による

に係るものにあっては第２号様式のとおりとする。 病院開設許可申請書は、第１号様式、診療所開設許

可申請書は、第２号様式による。

（開設許可申請事項変更許可申請書） （開設許可申請事項変更許可申請書）

第３条 法第７条第２項の規定による許可の申請は、 第３条 医療法施行令（昭和23年政令第326号。以下

第４号様式の申請書を提出してしなければならな 「令」という。）第４条第１項の規定による開設許

い。 可申請事項変更許可申請書は、第４号様式による。

（特定の者の治療のみを行う病院等の病床）

第３条の２ 条例第３条第１項第１号の規則で定める

病床は、次に掲げる病床とする。

(１) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第42条

第２号に規定する医療型障害児入所施設の病床及

び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成17年法律第123号）第５条

第６項に規定する療養介護（次条第１号において

「療養介護」という。）を行う施設の病床

(２) 独立行政法人自動車事故対策機構が設置する

病院又は診療所であって、自動車事故による後遺

障害の治療を行うものの病床

(３) 独立行政法人労働者健康福祉機構が設置する
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病院又は診療所であって、労働者災害補償保険法

（昭和22年法律第50号）が適用される業務上の災

害の診療のみを行うものの病床

(４) 前号に掲げるもののほか、特定の事務所又は

事業所の従業員及びその家族の診療のみを行う病

院又は診療所の病床

２ 条例第３条第１項第３号の規則で定める病床は、

次に掲げる病床とする。

(１) ハンセン病療養所の病床

(２) 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った

者の医療及び観察等に関する法律（平成15年法律

第110号）第２条第５項に規定する指定入院医療

機関の病床

（病床の数の補正）

第３条の３ 条例第３条第１項の規定により行う補正

は、次の各号に掲げる病床の区分に応じ、当該各号

に定めるところにより行うものとする。

(１) 前条第１項第１号に掲げる病床 当該病床の

利用者のうち児童福祉法第42条第２号に定める支

援又は療養介護を受ける者以外の者の数を当該利

用者の数で除した割合（その割合が0.05以下であ

るときは、零）を乗じて得た数に補正する。

(２) 前条第１項第２号に掲げる病床 当該病床の

利用者のうち同号に規定する治療を受ける者以外

の者の数を当該利用者の数で除した割合（その割

合が0.05以下であるときは、零）を乗じて得た数

に補正する。

(３) 前条第１項第３号及び第４号の病床 当該病

床の利用者のうちこれらの号に規定する診療以外

の診療を受ける者の数を当該利用者の数で除した

割合（その割合が0.05以下であるときは、零）を

乗じて得た数に補正する。

(４) 条例第３条第１項第２号並びに前条第２項各

号に掲げる病床 病床の数に算入しない。

（介護老人保健施設の入所定員数）

第３条の４ 条例第３条第２項の規定により既存の療

養病床の病床数とみなす数は、介護老人保健施設の

入所定員数に0.5を乗じて得た数とする。

（医師歯科医師助産師が開設するときの届） （医師歯科医師助産師が開設するときの届）

第５条 法第８条の規定による届出は、第６号様式又 第５条 医療法（昭和23年法律第205号。以下「法」

は第７号様式の届出書を提出してしなければならな という。）第８条の規定による診療所開設届は、第

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第44号
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い。 ６号様式、助産所開設届は、第７号様式による。

（開設許可（届出）事項変更届） （開設許可（届出）事項変更届）

第６条 令第４条第１項から第３項まで又は第４条の 第６条 令第４条第２項の規定による開設許可申請事

２第２項の規定による届出は、第８号様式の届出書 項並びに令第４条の２第２項及び第３項の規定によ

を提出してしなければならない。 る開設届出事項を変更したときの届は、第８号様式

による。

（総合病院名称承認申請書）

第７条 削除 第７条 規則第６条の規定による総合病院名称承認申

請書は、第９号様式による。

（休止、廃止、再開届） （休止、廃止、再開届）

第９条 法第８条の２第２項前段又は第９条第１項の 第９条 法第９条第１項の規定による病院、診療所又

規定による届出は、第11号様式の届出書を提出して は助産所休止（廃止）届は、第11号様式、再開届

しなければならない。 は、第12号様式による。

２ 法第８条の２第２項後段の規定による届出は、第

12号様式の届出書を提出しなければならない。

（病院医師宿直免除許可申請書） （病院医師宿直免除許可申請書）

第14条 法第16条ただし書の規定による許可の申請 第14条 法第16条第１項ただし書の規定による病院医

は、第16号様式の申請書を提出してしなければなら 師宿直免除許可申請書は、第16号様式による。

ない。

（病院従業者標準定員適用除外許可申請書）

第15条 削除 第15条 法第21条第１項ただし書の規定による病院従

業者標準定員適用除外許可申請書は、第17号様式に

よる。

（診療用エックス線装置設置届） （診療用エックス線装置設置届）

第17条 規則第24条の２に規定する届出書は、第19号 第17条 規則第24条の規定による診療用エックス線装

様式のとおりとする。 置設置届は、第19号様式による。

（診療用ガンマ線照射装置設置届）

第18条及び第19条 削除 第18条 規則第25条の規定による診療用ガンマ線照射

装置設置届は、第20号様式による。

（診療用放射性物質備付届）

第19条 規則第26条の規定による診療用放射性物質備

付届は、第21号様式による。

（診療用エックス線装置の変更等） （変更届）

第20条 規則第29条第１項に規定する届出書は、第22 第20条 規則第27条第１項の規定による診療用エック

号様式又は第25号様式のとおりとする。 ス線装置設置届出事項変更届は、第22号様式、診療

用ガンマ線照射装置設置届出事項変更届は、第23号

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第44号
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様式、診療用放射性物質備付届出事項変更届は、第

24号様式による。

（廃止、廃用届）

第21条及び第22条 削除 第21条 規則第27条第２項の規定による診療用エック

ス線装置廃止届は、第25号様式、診療用ガンマ線照

射装置廃止届は、第26号様式、診療用放射性物質廃

用届は、第27号様式による。

（法定外事項広告許可申請書）

第22条 法第69条第１項第７号及び法第71条第１項第

６号の規定による法定外事項広告許可申請書は、第

28号様式による。

（書類の経由） （書類の経由）

第23条 法、令又は規則により知事に提出する申請書 第23条 法、令又は規則により知事に提出する申請書

及び届出書は、病院、診療所又は助産所の所在地を 及び届は、病院、診療所又は助産所の所在地を管轄

管轄する福祉保健事務所長又は総合事務所長を経由 する保健所長を経由しなければならない。

しなければならない。

２ 法、令又は規則により提出する書類は、申請書又 ２ 法、令又は規則により提出する書類は、申請書又

は第９条若しくは第10条の届出書については副本１ は第９条、第10条若しくは第21条の届については副

部、その他の届出書については、副本２部を添付し 本１部、その他の届については、副本２部を添付し

なければならない。 なければならない。

（受理済証） （受理済証）

第24条 福祉保健事務所長又は総合事務所長は、法、 第24条 法、令又は規則により提出する届（第９条、

令又は規則により提出する届出書（第９条又は第10 第10条又は第21条の届出を除く。）を受理したとき

条の届出書を除く。）を受理したときは、その副本 は、その副本に受理した旨及び受理年月日を記入し

に受理した旨及び受理年月日を記入して届出者に交 て届出者に交付しなければならない。

付しなければならない。

第１号様式 第１号様式

病院開設許可申請書 病院開設許可申請書

略 略

30 精神、結核 略 30 精神、結核 略

又は感染症病 結核又は感染症 又は感染症病 結核又は感染症

室がある場 病室がある場合 室がある場 病室がある場合

合、特に設け には医療法施行 合、特に設け には医療法施行

る施設又は設 規則第21条第１ る施設又は設 規則第20条第７

備 号に掲げるもの 備 号に掲げるもの

以外の必要な消 以外の必要な消

毒設備 毒設備

略 略

注 略 注 略

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第44号
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第４号様式 第４号様式

病院（診療所、助産所）開設許可事項変更許可申 病院（診療所、助産所）開設許可事項変更許可申

請書 請書

略 略

注 変更しようとする事項が規則第１条の14第９号 注 変更しようとする事項が規則第１条第９号及び

及び第11号から第14号までに該当する場合は平面 第11号から第14号までに該当する場合は平面図を

図を添付すること。 添付すること。

第18号様式 第18号様式

病院（診療所、助産所）施設使用許可申請書 病院（診療所、助産所）施設使用許可申請書

略 略

別紙 別紙

略 略

30 精神、結核 略 30 精神、結核 略

又は感染症病 結核又は感染症 又は感染症病 結核又は感染症

室がある場 病室がある場合 室がある場 病室がある場合

合、特に設け には医療法施行 合、特に設け には医療法施行

る施設又は設 規則第21条第１ る施設又は設 規則第20条第７

備 号に掲げるもの 備 号に掲げるもの

以外の必要な消 以外の必要な消

毒設備 毒設備

略 略

注 略 注 略

第２条 医療法施行細則の一部を次のように改正する。

第６号様式及び第７号様式中「保健所長」を「職 氏名」に改める。

第９号様式を次のように改める。

第９号様式 削除

「鳥取県知事
第11号様式から第13号様式までの規定中 を「職 氏名」に改める。

（保健所長）」

第17号様式を次のように改める。

第17号様式 削除

「鳥取県知事
第19号様式中 を「職 氏名」に改める。

（保健所長）」

「鳥取県知事
第20号様式及び第21号様式を削り、第22号様式中 を「職 氏名」に改め、同様式を第20号

（保健所長）」
様式とする。

「鳥取県知事
第23号様式及び第24号様式を削り、第25号様式中 を「職 氏名」に改め、同様式を第21号

（保健所長）」
様式とする。

第26号様式から第28号様式までを削る。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第44号
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平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第44号

２ 当分の間、改正後の医療法施行細則第３条の４の規定にかかわらず、介護老人保健施設の入所定員数は、既

存の療養病床の病床数に算入しない。 ただし、病院又は診療所の病床を減少して開設した介護老人保健施設

の入所定員数については、医療法（昭和23年法律第205号）第30条の４第１項の規定により開設の日以後最初

の医療計画が定められるまでの間、既存の療養病床の病床数とみなす。
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平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第44号

鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第44号

鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則（平成17年鳥取県規則第119号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（奨学金の返還） （貸付金の返還）

第10条 奨学生は、臨床研修（医師法（昭和23年法律 第10条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当すると

第201号）第16条の２第１項に規定する臨床研修を きは、その該当することとなった日から１月以内に

いう。以下同じ。）を修了した日（第12条第１項又 貸付金の全額を一括返還しなければならない。

は第２項の規定により奨学金の返還の履行を猶予さ

れた場合にあっては、猶予の期間が経過する日）の

翌日から起算して１月以内に貸し付けられた奨学金

を一括返還しなければならない。

(１) 第８条第１項又は第８条の２第１項の規定に

より奨学金の貸付けを打ち切られたとき。

(２) 大学を卒業した日の属する年度の翌年度の初

日から起算して２年（災害、疾病その他やむを得

ない理由により知事が必要と認めたときは、知事

がその都度定める期間）以内に医師免許（医師法

（昭和23年法律第201号）第２条に規定する免許

をいう。以下同じ。）を取得しなかったとき。

(３) 医師免許を取得した後、直ちに臨床研修（医

師法第16条の２第１項に規定する臨床研修をい

う。以下同じ。）を受けなかったとき、又は臨床

研修を修了する見込みがなくなったと認められる

とき。

(４) 臨床研修を修了した日から起算して奨学金の

貸与を受けた期間の1.5倍に相当する期間（地域

枠入学者以外の者にあっては、奨学金の貸与を受

けた期間の２倍に相当する期間（当該期間が９年

を超える場合にあっては、９年）とし、災害、疾

病その他やむを得ない理由により知事が必要と認

めたときは、知事がその都度定める期間）内に、

病院等において常勤医師（当該病院等において定

める医師の勤務時間のすべてを勤務し、かつ、１

週間当たり32時間以上勤務する医師をいう。）と

しての業務に奨学金の貸与を受けた期間に相当す

る期間（地域枠入学者以外の者にあっては、奨学
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金の貸与を受けた期間の1.5倍に相当する期間

（その期間が６年を超える場合にあっては、６

年）以上通算して従事しなかったとき、又は従事

する見込みがなくなったと認められるとき。

２ 前項の規定にかかわらず、奨学生が次の各号のい

ずれかに該当するときは、その該当することとなっ

た日から１月以内に奨学金を一括返還しなければな

らない。

(１) 第８条第１項又は第８条の２第１項の規定に

より奨学金の貸付けを打ち切られたとき。

(２) 大学を卒業した日の属する年度の翌年度の初

日から起算して２年（災害、疾病その他やむを得

ない理由により知事が必要と認めたときは、知事

がその都度定める期間）を経過する日までに医師

免許（医師法第２条に規定する免許をいう。以下

同じ。）を取得しなかったとき。

(３) 医師免許を取得した後直ちに臨床研修を受け

なかったとき、又は臨床研修をやめ、若しくは継

続することが困難となったとき。

（返還の債務の履行猶予） （返還の債務の履行猶予）

第12条 知事は、奨学生が臨床研修を修了した日の翌 第12条 知事は、奨学生であった者（奨学金の貸付け

日から起算して３年を経過する日（その翌日までに を終了した者をいう。以下同じ。）が次の各号のい

次の各号のいずれかに該当した場合にあっては、当 ずれかに該当するときは、貸付金の返還の債務の履

該各号に定める期間が経過する日）までの間、奨学 行を猶予することができる。

金の返還の債務の履行を猶予するものとする。

(１) 県内の病院等において常勤医師（当該病院等 (１) 奨学金の貸付けを打ち切られた後も引き続き

において定める医師の勤務時間の全てを勤務し、 大学に在学しているとき。

かつ、１週間当たり32時間以上勤務する医師をい

う。）としての業務に従事した場合 当該業務に

従事した期間（知事が特に指定する病院の知事が

指定する診療科の業務に従事する期間について

は、３年を上限とする。）を３年に加えた期間

(２) 第１条の県内の病院等において医師の業務に

従事していた者であって、自らの妊娠、出産又は

育児を理由として当該病院等を退職したものが、

次に掲げる期間のいずれかにあるとき。

ア 自らの妊娠を理由とした退職の日から出産の

日までの間

イ 出産の日の翌日から起算して８週間を経過す

る日までの間

ウ ３歳に達しない子を養育している間（イに掲

げる期間を除く。）

(３) 育児休業を取得したとき。

(４) 介護休業を取得したとき。
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(２) 災害、疾病その他やむを得ない理由により知 (５) 災害、疾病その他やむを得ない理由により、

事が必要と認めた場合 知事がその都度定める期 貸付金の返還が困難となったとき。

間

(６) その他特に理由があると知事が認めるとき。

２ 前項に定める場合のほか、知事は、奨学生が次の

各号のいずれかに該当するときは、相当の期間、奨

学金の返還の債務の履行を猶予することができる。

(１) 奨学金の貸付けを打ち切られた後も引き続き

大学に在学しているとき。

(２) 自らの妊娠、出産又は育児を理由として病院

等を退職したとき。ただし、子が３歳に達したと

きを除く。

(３) 育児休業又は介護休業を取得したとき。

(４) 災害、疾病その他やむを得ない理由により、

奨学金の返還が困難となったとき。

(５) その他特に理由があると知事が認めるとき。

３ 前項の規定による奨学金の返還の債務の履行の猶 ２ 前項の規定による返還の債務の履行の猶予を受け

予を受けようとする者は、奨学金返還猶予申請書 ようとする奨学生は、奨学金返還猶予申請書（様式

（様式第５号）に同項各号に該当することを証する 第５号）を知事に提出しなければならない。

書類を添えて知事に提出しなければならない。

４ 略 ３ 略

５ 第２項の規定による債務の履行の猶予を受けた者

は、同項各号に掲げる事由に変更があったときは、

返還猶予状況変更届（様式第５号の２）を知事に提

出しなければならない。

（届出） （届出）

第14条 奨学生は、貸付金の返還を終え、又は債務の 第14条 奨学生及び奨学生であった者は、次の各号の

免除を受けるまでに次の各号のいずれかに該当する いずれかに該当するときは、直ちに当該各号に掲げ

ときは、直ちに当該各号に掲げる書類を知事に提出 る書類を知事に提出しなければならない。

しなければならない。

(１)～(13) 略 (１)～(13) 略

(14) 第12条第１項第２号の妊娠、出産若しくは育

児に係る子が死亡したとき、又は当該子を養育し

なくなったときその他当該子の養育状況が変わっ

たとき 養育状況等変更届（様式第21号）

(15) 育児休業を取得したとき 育児休業届（様式

第22号）

(16) 介護休業を取得したとき 介護休業届（様式

第23号）

様式第５号（第12条関係） 様式第５号（第12条関係）

奨学金返還猶予申請書 奨学金返還猶予申請書
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職 氏 名 様 職 氏 名 様

奨学金の返還の猶予を受けたいので、次のとおり 奨学金の返還の猶予を受けたいので、次のとおり

申請します。 申請します。

年 月 日 年 月 日

借 受 者 郵便番号 借 受 者 郵便番号

住 所 住 所

氏 名 ㊞ 氏 名 ㊞

電話番号 電話番号

連帯保証人 郵便番号

住 所

氏 名 ㊞

電話番号

保 証 人 郵便番号

住 所

氏 名 ㊞

電話番号

略 略

添付書類

１ 理由が大学に在学していることである場合に

あっては、学生証の写しその他大学に在学して

いることを証する書類

２ 理由が妊娠、出産又は育児を理由とする退職

の場合にあっては、母子手帳の写し

３ 理由が育児休業又は介護休業の場合にあって

は、勤務している病院等が発行するその旨を証

する書類

第２条 鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部を次のように改正する。

様式第５号の次に次の１様式を加える。

様式第５号の２（第12条関係）

返還猶予状況変更届

職 氏 名 様

子の養育状況等

育児休業の状況

奨学金の返還猶予に係る 介護休業の状況 について変更が生じたので、次のとおり届け出ます。

災害、疾病等の状況

その他
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年 月 日

借 受 者 郵便番号

住 所

氏 名 印

電話番号

決 定 番 号 第 号

届出の事由が発生した年月日 年 月 日

変 更 内 容

注 氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。

添付書類 育児休業又は介護休業の状況の変更の場合にあっては、変更内容を証する書類

様式第21号から様式第23号までを削る。

附 則

この規則は、平成25年４月１日から施行する。


